市　有　財　産　賃　貸　借　契　約　書

　下野市　（以下「貸付人」という。）と、　　　　　　　　　　（以下「借受人」という。）とは、次の条項により市有財産の賃貸借契約を締結する。
　（貸借物件）

第1条 　貸付人は、その所有する次の物件（以下「貸借物件」という。）を借受人に賃貸し、借受人はこれを賃借する。
	所　　在　　地
	施設名称及び賃借場所
	賃　借　面　積

	
	
	　㎡
（幅：　　奥行：　　高さ：　　）


　（用途）

第2条 　借受人は、貸借物件を自動販売機の設置場所として使用し、その他の用途には使用しないものとする。
２　借受人は、自動販売機を設置するに当たっては、別紙記載の「下野市自動販売機設置に係る仕様書」を遵守しなければならない。

（契約期間等）

第3条 　賃貸借の期間（以下「貸借期間」という。）は、令和５（2023）年４月１日から令和１０（2028）年３月３１日までとし、契約期間の延長は行わないものとする。

２　この契約期間中であっても、公用、公共用及び公益事業その他の用に供するため必要がある場合は、貸付人はいつでもこの契約を解除することができる。
　（賃貸借料）

第4条  貸借物件の賃貸借料は、次のとおりとする。
	賃貸借料（年額）
	　　　　　　　　　　　　　円


２　借受人は、前項の賃貸借料を貸付人の指定する日までに下野市公金取扱店に納入するものとする。

３　貸借期間終了前の解除によりこの契約が終了したため、既に支払済の賃貸借料に過払が生じたときは、第３条第２項の場合のみ、貸付人は日割計算によってその過払賃貸借料を借受人に返還する。
（電気料及びその支払）
第5条  借受人は、設置する自動販売機ごとに電気使用量を計測するメーター（計量法（平成４年法律第５１号）に基づく検査に合格したものに限る。）を貸付人の指示するところにより設置し、貸付人の指定する日に電気使用量を報告するものとする。
２　貸付人は、前項のメーターにより自動販売機に係る電気使用量から電気料を計算するものとする。
３　借受人は、前項の電気料を貸付人の指定する日までに下野市公金取扱店に納入するものとする。
　（譲渡又は転貸の禁止）

第6条  借受人は、貸付人の承諾がなければ、この契約により生ずる賃借権を譲渡し、又は貸借物件を転貸してはならない。
　（貸借物件の現状変更）

第7条  貸借物件の現状を変更しようとするときは、あらかじめ貸付人の承認を受けなければならない。
（貸借物件の維持管理）

第8条  貸付人は、第３条に定める貸借期間中、貸借物件の維持補修の責めを負わない。

２　貸借物件に対し保存、利用及び改良、その他の行為をするために支出する経費はすべて借受人の負担とし、これによってその価格が増加することがあっても、借受人は、その増加額について貸付人に対しなんらの請求をしてはならない。
３　自動販売機の設置、維持管理及び撤去に要する費用はすべて借受人の負担とする。
４　第５条第１項に定めるメーターの設置及び撤去に要する費用は、借受人の負担とする。

　（契約不適合責任）

第9条  借受人が、この契約締結後、賃借物件に数量の不足などを発見しても、貸付人は契約不適合責任を負わない。
２　借受人は、賃借物件がその責に帰することができない理由により減失又はき損した場合は、当該滅失又はき損した部分につき、貸付人の認める金額の賃貸借料の減免を請求することができる。

　（管理義務）

第１０条　借受人は、賃借物件を常に善良な管理者の注意をもって維持保全しなければならない。

２　借受人は、設置した自動販売機及び販売商品について常に善良な管理者の注意をもって維持管理に努め、当該自動販売機に係る第三者からの苦情、要望等に対し、貸付人の責に帰すべき事由によるものを除き、借受人の責任において速やかに対応するものとする。

　（第三者への損害の賠償責任）

第１１条　借受人は、賃借物件に自動販売機を設置したことにより第三者に損害を与えたときは、貸付人の責に帰すべき事由によるものを除き、その賠償の責を負うものとする。
２　貸付人が、借受人に代わって前項の賠償の責を果たした場合には、貸付人は、借受人に対して求償することができる。

　（報告義務）

第１２条　借受人は、次の各号のいずれかに該当する行為又は事実があった場合は、直ちにその状況を貸付人に報告しなければならない。
（１）賃借物件の全部又は一部が滅失又はき損した場合

（２）自動販売機を第三者から借り受けて設置する場合

（３）設置する自動販売機の機種を変更する場合

（４）その他、この賃借業務に際し事故等が生じた場合

　（商品等の盗難又はき損）
第１３条　貸付人は、設置された自動販売機並びに当該自動販売機で販売する商品及び当該自動販売機内の金銭の盗難又はき損について、貸付人の責に帰することが明らかな場合を除き、その責を負わない。

　（実地調査等）
第１４条　貸付人は、契約期間中、借受人に対し賃借物件や売上状況等について所要の報告を求めるほか、必要に応じて所要の報告もしくは資料の提出を求め、又は実地に調査をすることができる。
　　この場合は、借受人は、その調査を拒み、もしくは妨げ又は報告もしくは資料の提出を怠ってはならない。

（暴力団員等による不当介入を受けた場合の取扱特記事項）

第１５条　借受人が、本契約の履行において、暴力団員、暴力団準構成員及び暴力団関係業者（以下、「暴力団員等」という。）による不当要求及び不当妨害（以下、「不当介入」という。）を受けた場合は、断固としてこれを拒否するとともに、不当介入があった時点で速やかに警察に通報を行い、捜査上必要な協力を行うこと。

２　前項に掲げる規定により警察に通報を行い、捜査上必要な協力を行った場合には、速やかにその内容を記載した書面により貸付人に報告すること。

３　本契約において、暴力団員等により不当介入を受けたことにより、履行に遅れが生じるなどの被害が発生した場合には、借受人は、貸付人と協議を行うこと。

　（契約の解除）

第１６条　貸付人は、第３条第２項に定める場合のほか、借受人が本契約に定める義務に違反した場合には、本契約を解除することができる。
２　貸付人は、借受人に次の各号のいずれかに該当する行為又は事実があった場合、借受人に対し催告その他何らの手続きを要することなく、直ちに本契約を解除することができる。
（１）貸借物件をその目的に従って使用しないとき。

（２）賃貸料又は電気料を指定された期限内に納入しないとき。

（３）第６条の規定に違反したとき。

（４）貸借物件の管理が良好でないとき。
（５）手形、小切手が不渡りとなったとき、又は銀行取引停止処分を受けたとき。

（６）破産、特別清算、民事再生、会社更生等の申立を受け、もしくは申立をしたとき。

（７）差押、仮差押、仮処分、競売、保全処分、滞納処分等の強制執行の申立をしたとき。

（８）貸付人の書面による承諾なく、２か月以上賃借物件を使用しないとき。
（９）貸付人の信用を著しく失墜させる行為をしたとき。

（１０）借受人の信用が著しく失墜したと貸付人が認めるとき。

（１１）主務官庁から営業禁止又は営業停止処分を受け、自ら廃止、解散等の決議をし、又は事実上営業を停止したとき。

（１２）資産、信用、組織、営業目的その他事業に重大な変動を生じ、又は合併を行うこと等により、貸付人が契約を継続しがたい事態になったと認めたとき。

（１３）賃借物件及び賃借物件が所在する庁舎等の行政財産としての用途又は目的を借受人が妨げると認めたとき。

（１４）前各号に準ずる理由により、貸付人が契約を締結したがいと認めたとき。

（１５）その他契約条項に違反したとき。
３　借受人は、前項の規定又は借受人の申し出により契約を解除する場合において、賃貸借料年額の１０分の１に相当する額を違約金として貸付人の指定する日までに下野市公金取扱店に支払わなければならない。
４　前項の違約金は違約罰であって、第１６条に定める損害賠償の予定又はその一部としない。

（損害賠償）

第１７条　借受人は、この契約に定める義務を履行しないために貸付人に損害を与えたときは、その損害に相当する金額を損害賠償として貸付人に支払わなければならない。

２　借受人は、第３条第２項の規定により契約が解除された場合において、借受人に損害が生じたときは、貸付人に対してその補償を請求できるものとする。
　（返還）

第１８条　借受人は、第２条に規定する用途を廃止するとき、貸借期間が満了したとき、又は前条の規定によりこの契約を解除されたときは、貸付人の指示に従い、借受人の費用をもって、貸借物件を原状に回復して貸付人に返還しなければならない。ただし、貸借物件を現状において返還することを貸付人が認めた場合はこの限りでない。

２　貸借物件の返還に際しては、借受人はいかなる名目であっても貸付人に対して、その補償を請求することはできない。ただし、第３条第２項の規定により、この契約を解除された場合はこの限りでない。
　（原状回復義務）

第１９条　次の各号のいずれかに該当するときは、借受人は、自己の負担において賃貸借物件を原状に回復しなければならない。
ただし、貸付人が適当と認めたときは、この限りではない。

（1） 借受人の責に帰すべき事由により、賃貸借物件を滅失又はき損したとき。

（2） 前条の規定により賃貸借物件を貸付人に返還するとき。
　（信義則）

第２０条　貸付人と借受人両者は信義を重んじ、誠実にこの契約を履行しなければならない。
　（疑義等の決定）

第２１条　この契約に定めのない事項及びこの契約に関し疑義が生じたときは、貸付人と借受人とが協議して定めるものとする。

　この契約の締結を証するため、この契約書を2通作成し、各自その1通を保有するものとする。

令和５（2023）年２月２２日

　

　　　　　　　　貸付人　　住　所　栃木県下野市笹原２６番地
　　　　　　　　　　　　　氏　名　下野市　下野市長　坂村　哲也
　　　　　　　　借受人　　住　所

　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　氏　名
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